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今月のトピックス

学校給食の主食を考える 米編
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学校給食での米飯給食は、いまでは当たり前のよう

になりましたが、その歴史は意外に短いものです。ま

た、米飯給食は、いつも国の農業政策とかかわり、影

響を受けてきました。そこで、米編では、米飯給食の歴

史を振り返り、現在を見つめる整理をします。

（学校給食ニュース編集）

■米飯給食の歴史

米飯給食の歴史は、30年ほどしかありません。学校

給食に主食としてごはんが登場したのは、1976年以降

のことです。

実験導入は1970年からはじまりました。

この当時、米は、食糧管理法という法律によって、

基本的に政府が全量を農家から買い取り、販売してい

ました。学校給食は、パンを主食にしており、ご飯を

学校給食に出すことはほとんど行われていませんでし

た。しかし、国の農業政策がつまづき、大量の在庫米

を抱えることになったことから、学校給食に米飯を出す

動きが政治的に高まりました。

1975年、文部省が要求した米飯給食関係予算の10

倍の予算がつくという、今から考えればおどろくような

動きがあって、1976年から米飯給食が本格的に始めら

れました。

1976年度より、政府助成がはじまり、1999年度まで

助成は続けられます。

この助成は、新規実施校には米代金の60％の助成金

をつけるというものでした。助成金最後の年となった

1999年度でも、新規実施校には60％の助成金がつき、

週３回以上の計画をした学校には47.5％、その他の学

校には40％の助成がありました。

また、文部科学省（旧文部省）、農林水産省は、学

校給食で米飯を行うための設備等に対する助成も行い

ました。この設備の助成は現在も行われています。

この政府の助成金によっても、パンよりは割高でした。

しかし、米飯給食は、追い風を受けて全国に急速に取

り入れられていきました。

■現在の米飯給食状況

別表１

文部科学省まとめによる、現在の米飯給食実施状況

です。2002年５月現在がもっとも新しい統計で、全国で

は週平均2.9回の米飯給食、月平均11.4回の米飯給食

となっています。おおよそ週に３回は米飯給食で、パン

や麺よりも多くなっています。もはや、米飯給食が学校

給食の主流と言ってよいでしょう。

完全給食を実施している小学校の99.3％、中学校の

99.4％が米飯給食を実施しています。

回数別にみると、別表１のとおり、週３回が過半数を

占め、それに、週２回、週４回が続きます。
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■委託炊飯

自校炊飯と委託炊飯を較べてみると、別表２のように、

自校炊飯は、小学校で学校数41.5％（児童数比32.1％）、

中学校で学校数42.4％（生徒数32.3％）であり、委託炊

飯の方が多い状況です。また、自校炊飯と委託炊飯を

都道府県別にみると、別表２のようになり、地域差があ

ることをうかがわせます。

委託炊飯は、自校式の学校給食室に余裕がない、

学校給食センターに設備が置けないなどの理由で行わ

れており、施設整備の問題です。また、地域によって

は、パン給食からの切りかえに際し、パン業者からの

要望を受けて、炊飯を委託してきたという背景もありま

す。学校給食調理の民間委託などと関わる問題です。

委託炊飯の場合、炊き込みご飯などを取り入れにく

い場合もあり、献立の制約条件にもなっています。

この炊飯について、独自の工夫をこらしたところもあ

ります。高知県南国市では、児童数の減少で空き教室

ができたことを利用して、空き教室に家庭用の炊飯器

をたくさん導入し、地場産米を自校炊飯しはじめました。

大きな炊飯施設は、給食室の大改造などが必要になり

ます。しかし、家庭用炊飯器ならば、補助金はつかな

くても、比較的安価に導入できます。そこに着目した取

り組みとして全国で注目を集めています。

■地場型給食の柱となった米飯

実は、1999年度までの学校給食の米飯に対する助成

金には、大きな問題点がありました。助成金を受けら

れるお米は、政府米（1989年からは自主流通米も可）

に限られていました。流通経路も、政府米の場合、食

糧庁（当時）から、文部省所轄の日本体育・学校健

康センター（当時、現、独立行政法人日本スポーツ

振興センター）に販売され、そこから、各都道府県の

学校給食会に行き、学校や炊飯施設に売り渡されたも

のだけに助成金がつきました。自主流通米の場合も、

日本体育・学校健康センターまたは都道府県の学校給

食会を経由したものだけに助成金がつきました。

そのため、各学校や市町村が地場産米を学校給食

に使用したいと考えても、その場合には助成金がつか

なくなり、割高になるという問題点を抱えていたのです。

ちなみに、1989年に自主流通米が助成対象になった

ことで、都道府県単位での地場産米利用に助成金がつ

けやすくはなりました。

政府の米飯給食助成金は、一方で、米飯給食を普

及させる効果を持ちましたが、その反面、地場産や地

域の農業と教育という面ではマイナスに作用していたの

も事実です。

そのため、1999年度以前に、市町村産など地場産米

を学校給食に利用するためには、市町村や生産者団体

などが助成金の額を自主的に負担するなど、工夫をし

て取り組んでいました。

たとえば、地場産給食で有名な福島県の熱塩加納

村では、1979年から完全米飯給食（週５回米飯）を行

ってきましたが、農業地帯で、米飯給食に地場産米（低

農薬米）が使えないことに対して、保護者＝生産者を

中心になんとか地場の米を食べさせたいと働きかけ、

学校給食関係者などとの話し合いや県との交渉を経て、

1988年に県の特例を受け、1989年より補助金を受ける

ことができました。その後、特例の助成金が打ち切ら

れたあとも自主的に地場産米給食を続けてきました。

2000年度から米飯給食の助成金がなくなったことで、

政府米（今は、計画流通米と言われます）や自主流

通米と市町村産などの地場産米に価格の大きな差がな

くなり、地場産の米を学校給食に利用する動きが急拡

大しています。同時に、有機栽培のお米や地場品種な

ど、環境や地域の特色を活かした米飯給食の取り組み

も増えています。

なお、米飯への政府助成金がなくなったことで、日

本スポーツ振興センターは学校給食用米の取り扱いを

やめ、現在は、輸入脱脂粉乳のみの取り扱いになって

います。各都道府県の学校給食会の米取り扱いは、ま

ちまちです。

■米飯給食と農業

日本の多くの地域でお米が栽培されています。日本

の新学期は４月からですが、多くの地域ではその前後

からお米作りがはじまります。春先に種まき、４月～６

月に田植え、８月～10月に稲刈りとなり、ちょうど、１学

期、２学期にイネの生育、水田の変化、農作業などが

行われるため、自然学習、地域学習など、稲作は学

校教育の生きた教材として使われています。教材とし
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別表２
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ての地場の米が学校給食に使われることは、教育とし

ても、地域の活性化としても注目されています。

学校給食で地場産米を利用することは、地域の自然

や農業にも大きな影響を与えます。具体的な数字で考

えてみましょう。

文部科学省の学校給食実施基準では、ご飯給食の

場合、小学校中学年でご飯80ｇ、中学生110ｇとなって

います。これは、炊飯したときのご飯です。白米に変

えると36ｇ、50ｇぐらいです。

東京都の学校給食標準食品構成では、小学校中学

年34ｇ、中学生44ｇとなっています。これは、白米の量

です。

学校給食は、年間約190日行われています。週５回

の完全米飯給食の場合、

小学校中学年で、190日×36ｇ＝6840ｇ＝6.8kg

中学生で、 190日×50ｇ＝9500ｇ＝9.5kg

となります。

全国の平均収量は、10アールあたり518kgです。

10アールはだいたい１反です。１反＝300坪＝600畳で

す。つまり、600畳で、500kgぐらいのお米が生産できま

す。有機栽培や減農薬栽培などの場合は、１反で480kg

ぐらいです。

小学校中学年で１クラス35人として、１クラスが１年間

に食べるお米の量は、35人×6.8kg＝238kg です。

２クラスでは、476kgです。

ちょうど、有機栽培の１反ぐらいになりました。

12クラスの小学校で６反の水田が必要です。１つの小

学校が学校給食だけで、田んぼ６反、3600畳分の水田

を保全することができます。

景観保全や、自然生態系、生物多様性、自然のダ

ム機能など、水田にはさまざまな効果があり、水田を

守ろうという運動も盛んです。学校給食で地場産米を

使用するだけで、これだけの効果があり、しかも教育

に活かすこともできます。

米飯給食は、今大きな変化を迎えています。地産地

消や食育が政治的に大きな声を持ちはじめるなかで、

学校給食に地場産米をという声はますます大きくなって

います。それは、素直に喜ばしいことだと思います。

しかし、単に地場産米を導入すればいいというもので

はないはずです。子どもたちに、なぜ地場産米を学校

給食で食べさせるのか、地場産米は誰が、どこで、栽

培しているものなのか、学校教育の中で、地場産米の

意味を伝え、考えてこそ、地場産米の意味があります。

米粉パンなどの取り組みも各地ではじまっています

が、なぜ、学校給食に地場産米を出すのか、その意

味や位置づけについて、考え、取り組んでいただきた

いものです。

■補記：米飯給食の問題点

米飯給食がはじめられたころから、「強化米」が学

校給食用米に混ぜられてきました。化学合成したビタミ

ンＢ類を添加した米です。玄米や分付き米の使用、味

噌汁や納豆などの発酵大豆製品、豚肉などビタミンＢ

類を含む食品は多くあります。しかし、いまだに、ビタ

ミンＢ類の栄養素を満たすため、「強化米」という添加

物を使う地域があります。

小麦の場合も、同様のビタミン添加が行われること

もあります。

一般にサプリメントとしてビタミンなどを錠剤や飲料で

摂取するという食行動が流行しています。学校給食で

は長年、同様のことが行われてきました。このような栄

養強化剤で栄養を添加するという考え方について、もっ

と注目し、議論することが必要ではないかと思います。

学校給食ニュースでは、みなさんの地域での米飯給

食について、取り組みの情報をお待ちしています。また、

レポートへの感想やご意見もお寄せください。

学校給食ニュース 62号 2004/5/20



5

今月のトピックス２

学校給食調理の受託企業ホームページ調査

学校給食調理の民間委託で、受託企業のうち、ホー

ムページをもっており、一部でも学校給食調理受託に

ついて記載のある企業のリストです。おもに、日本給

食サービス協会会員企業を対象にリサーチしました。

まだまだ抜けはたくさんあると思います。また、ホーム

ページを持っていない企業もたくさんあります。民間委

託関連の資料としてお使いください。

2004年５月１日現在。学校給食ニュース調べ。

注１：日本給食サービス協会以外は社名50音順。

注２：インターネット上では、このほか、委託している学校や

教育委員会などのサイトで委託企業の名前が出てくること

もあります。今回は、省略し、ホームページを持っていると

ころのみの掲載です。また、ホームページを持っていても、

学校給食についての記述がまったくないところについて

は、省略しました。

■社団法人日本給食サービス協会

http://www.iijnet.or.jp/jif/

農林水産省認可の公益法人です。大手の学校給食

調理受託業者は、ほとんどここに加盟していると考えら

れます。一般向けと会員向けの内容があり、会員向け

は、会員だけしか見ることができません。

■アイビス株式会社

http://www.ibiscorp.co.jp/

本社：東京都中央区。昭和60年（1985年）より学校

給食調理の受託をはじめています。学校事業部が担当。

■株式会社魚国総本社

http://www.uokuni-s.co.jp/

本社：大阪市。調理のみではないと思いますが、

2003年８月現在で188事業所を受託。コントラクトフード

サービスのスクールランチページで、セントラルキッチ

ンシステムの学校給食を提案しています。

■栄食フードサービス株式会社

http://www.eishoku.jp/

本社：北九州市。学校給食調理の民間委託につい

て、直営との違いを図式で説明しています。

■エームサービス株式会社

http://www.aimservices.co.jp/

本社：東京都港区。事業内容には学校給食の受託

もありますが、特に説明はありません。同業大手の株

式会社メフォスの筆頭株主となっています。

■関西給食株式会社

http://www.kankyu.jp/

本社：大阪市。給食事業部が学校給食の委託を受

託しています。

■九州フードサプライセンター

http://www.kumamotokfs.com/

本社：熊本市。給食受託事業の中に、学校給食受

託サービスについてＰＲしています。

■株式会社グリーンハウス

http://www.greenhouse.co.jp/

本社：東京都新宿区。初の民間委託受託を沿革の

中でうたっています。東京都小平市の学校給食センタ

ー7500食。学校給食調理はコントラクトフードサービス

事業に含まれます。

■株式会社サンユー

http://www.sanyu-fs.co.jp

本社：神奈川県平塚市。小田原市立の学校給食セ

ンター、厚木市の小学校給食などを受託しています。
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■シダックス株式会社

http://www.shidax.co.jp/

本社：東京都調布市。シダックスフードサービス株

式会社学校給食事業本部が、学校給食の窓口です。

コミュニティフードサービス（ＣＦＳ）を提案し、“各

サテライトをＩＴネットワークで結び、調理技術を必要と

する専門的な料理は給食センターで一括して調理。い

っぽう、できたてのおいしさが求められるものはサテラ

イトキッチンで。作る場所を分散させることで、料理の

おいしさを最大限に活かす独創的なシステムです。「温

かい料理は温かく」そして「冷たい料理は冷たく」と

いう、食本来のおいしさを 追求しながら、無駄なコス

トを減らして、学校給食では夢といわれた選択食を可

能にします”としています。サテライトとは、学校、病

院、役所、福祉施設、託児所などを想定しているもの

です。学校給食センターや民間のセントラルキッチンを

使用したクックチル方式の給食や、献立管理を除く全

面的な民間委託体制なども積極的に提案しています。

■大一食品株式会社

http://www.daiichi-f.co.jp/

本社：名古屋市。学校給食のパイオニアとしていま

すが、それ以外の情報はありません。

■株式会社東洋食品

http://www.toyo-foods.com/

本社：東京都台東区。“学校給食のトップサプライヤ

ーです。委託実績は、80校以上。自校調理方式、セ

ンター方式あわせて、110,000食以上と、我国最大の実

績を有しています”として、ホームページでも“学校

給食のパイオニア”と表示しています。

■ナニワフード株式会社

http://www.naniwa-food.co.jp/

本社：大阪市。八尾市、堺市の学校給食受託。幼

稚園給食受託に力を入れています。

■株式会社ニチダン

http://www.nichidan-inc.co.jp/

本社：大阪市。学校給食調理の受託としてスクール

ランチ営業部があります。スクールランチ営業部が、IS

O9002認証取得し、その後、３カ所でISO9001（2000年

版）を移行取得。ISO9000シリーズは品質管理であり、

このことのみＰＲ。

■株式会社日米総本社（日米クック）

http://www.nichibei.jp/

本社：大阪市。学校給食調理の受託実績として、

堺市、箕面市、宇治市、岡山市、山口県、広島県、

福岡県などを紹介や、学校給食についての簡単なシス

テム紹介があります。

■株式会社ニッコクトラスト

http://www.nikkokutrust.com/

本社：東京都千代田区。情報として、2004年４月１日

付で全国30カ所以上の小中学校・給食センターをオー

プンとしています。

■日本ゼネラルフード株式会社

http://www.ngf-penguin.co.jp/

本社：愛知県名古屋市。1996年にスクール・キッチ

ン工場を完成。

■葉隠勇進株式会社

http://www.hagakure.co.jp/

本社：神奈川県川崎市。スクールランチサービス事

業部として、神奈川県内や茨城県内の学校給食センタ

ーなどを受託。学校給食へのISO9001認証を取得、特

徴としてうたっています。

■フジ産業株式会社

http://www.fujisg.co.jp/

本社：東京都港区。学校給食調理受託事業を重視

しています。学校給食受託施設一覧（平成16年４月現

在）を表示。学校名まで記載されている。東京都23区

内の公立単独校を中心に、東京都、神奈川県、千葉

県、埼玉県、栃木県、岐阜県、京都府、静岡県を受

託。小中高センターあわせて72施設。保育園も東京都

23区内公立を中心に15園を受託。

■富士産業株式会社

http://www.fuji-i.com/

本社：東京都港区。学校給食の導入例として、草

津市学校給食センターを紹介。“平成11年４月より、滋

賀県草津市内の小学校12校を対象に、１日約7,000食の

給食を提供しています。同センターでは、より一体的

な給食提供システムを目指して、当社の配送トラックが

活躍しているのも大きな特長です”と紹介しています。

学校給食ニュース 62号 2004/5/20
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■株式会社藤江

http://www.fujinoe.com/

本社：東京都江東区。“東京都内で学校給食を民間

委託としてお預かりさせていただいた最初の会社です。

受託をいたしました昭和61年当時は23万人もの民間委

託反対の署名が寄せられ、給食開始時には一週間の

間毎日朝から後片付けが終わるまで、関係者皆様の監

視のもとで作業をさせていただいたという思いでもござ

います。当時は委託側、受託側双方とも試行錯誤の繰

り返しでございました。その後役所の方々や栄養士さ

ん、学校の先生方のご指導のもと、様々な経験をさせ

ていただき今日に至っております。今後とも慢心するこ

となく、パイオニアとして常に業界をリードする気概を

持って、より良い集団給食のあり方を追求して参りたい

と存じます”として、東京都区内を中心に受託をしてい

ます。

■株式会社松浦商店

http://www.obento-matsuura.co.jp

本社：名古屋市。名古屋市中学校スクールランチサ

ービスを受託しています。

■株式会社馬渕商事

http://www.mabuchi-net.co.jp/

本社：東京都中央区。学校給食調理事業を行って

いることのみの情報。

■株式会社ミツオ

http://www.mituo.com/

本社：名古屋市。名古屋市中学校スクールランチサ

ービスを受託しています。幼稚園向けの弁当給食も受

託。

■メーキュー株式会社

http://www.me-kyu.com/

本社：名古屋市。名古屋市中学校スクールランチサ

ービスを受託しています。

■明食サービス株式会社

http://www.meishokuservice.co.jp/

本社：東京都千代田区。昭和60年（1985年）より、

学校給食調理の受託をはじめています。

■名阪食品株式会社

http://www.meihan-shokuhin.co.jp/

本社：奈良市。フードサービス事業の中に学校食事

サービスが位置づけられ、学校給食も入っています。

■株式会社メフォス

http://www.mefos.co.jp/

本社：東京都千代田区。学校保育園給食について

アレルギー対応も行うと説明。また、“直営方式から外

部委託に転換される際には、必要に応じて従業員の方

々が当社に転籍していただく環境も整えています”とし

て、ＰＲしています。

■淀川食品株式会社

http://www.yodogawa-foods.co.jp/

本社：大阪市。スクールフードサービスとして、“楽

しい学校給食を子どもたちに”と紹介していますが、委

託なのかどうかは不明です。

■株式会社レオックジャパン

http://www.leoc-j.com/

本社：東京都渋谷区。Ｂ＆Ｉ事業として小中高の学

校給食を受託という情報を掲載しています。

■株式会社レクトン

http://www.recton.co.jp/

本社：東京都中央区。学校給食調理事業を行っている

以外の情報はありません。

■株式会社レパスト

http://www.repast.co.jp/

本社：東京都中央区。旧社名：東京魚国株式会社。

ヘルスフードサービスとして学校給食受託を位置づけ。

■株式会社ＮＥＣライベックス

http://www.neclivex.co.jp/

本社：東京都港区。コントラクトフードサービス事業

として学校給食の受託を行っています。他の情報はな

し。大手総合電機メーカーのＮＥＣグループ。
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最近のできごと

２月～４月の新聞などからの情報

【食材～地場産等】

●福岡県夜須町の地場産給食

●兵庫県小野市、米パンスタート

●静岡県、地産地消推進事業

●長野県、地産地消で給食米学校給食会離れ

●北海道のパン

●長野県千曲市でじゃがいも文庫

●広島県三次市の市内産米飯給食

●栃木県、農協が米価格の高騰分を助成

●和歌山県下津町、みかんライスを給食に

●香川県国分寺市のうどん給食

●北海道岩見沢市、地場産給食

●岩手県、首都圏食育交流事業で食育交流

【合理化～民間委託など】

●北海道えりも町、給食調理を含め20業務を

委託

●埼玉県の委託炊飯施設完成

【その他】

●仙台市、食物アレルギー研修を新人教員に

●横浜市、給食生ごみリサイクル養豚

●鳥インフルエンザ～04年３月３日まで

●鳥インフルエンザ～04年３月14日まで

●鳥インフルエンザ～４月13日まで

学校給食ニュース 62号 2004/5/20
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お問い合せは…全国学校給食を考える会
電話：03-3402-8902 ＦＡＸ：03-3402-5590

学校給食全国集会実行委員会構成団体

●全日本自治団体労働組合・現業局
東京都千代田区六番町１（電話03-3263-0276）
●日本教職員組合・生活局
東京都千代田区一ツ橋2-6-2（電話03-3265-2175）
●日本消費者連盟
東京都目新宿区早稲田町75-２F（電話03-5155-4765）
●全国学校給食を考える会
左記住所、電話番号

【学校給食ニュースからのおしらせ】

■学校給食夏期学習会は、８月４日～６日です
日本教職員組合・東京都学校給食栄養士協議会・全国学校給食を考える会主催の学校給食夏期学習会日

程が決まりました。８月４日（水）～６日（金）の３日間です。場所は、昨年同様に横浜の中華街にあるローズホ

テル横浜です。詳しいご案内は、学校給食ニュースホームページ上で６月頭に行います。また、６月号に講師

や分科会テーマなどの案内を入れる予定です。

■正誤訂正～府中市のパンは国内産です
学校給食ニュース２月号に掲載したパンのアンケート調査の内容について、正誤訂正をいただきました。府

中生活者ネットワークのＫさんから、「パンの小麦粉の使用についての府中市の項で、小麦粉は輸入小麦粉と

ありましたが、市に問い合わせたところ、府中市は規格表の通り、国内産の小麦粉で当日朝焼きパンだという

ことです。以前に市とヒアリングをした折り、国内産だとふくらまないので、そのため当日の朝焼きとなったそう

です」と、規格基準をつけてご連絡いただきました。久保田さん、どうもありがとうございました。

ここに謹んで訂正させていただきます。府中市のみなさん申し訳ありませんでした。

このほか、アンケート調査の表に載っていない地域の情報や正誤訂正がありましたら、学校給食ニュースま

でご連絡ください。よろしくお願いします。

■冊子「ここが知りたい！学校給食記録集」のご案内
全国学校給食を考える会からの案内です。2002年６月に、大地を守る会主催で

開催された、栄養士・五十嵐興子さんの講演録です。アレルギー問題、民間委託

問題、食器などについて講演の内容と、全国学校給食を考える会の荒木規子に

よる解説があります。

Ｂ５版 38ページ 一部400円（送料を別途いただきます）

申し込み・問い合わせ：全国学校給食を考える会

電話03-3402-8902 FAX 03-3402-5590
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情報シート
地域で取り組まれている課題や実践例をぜひ発信してください。学校給食ニュースへの感想やご意見もお願いします。

（例：課題～民間委託、センター化、プラスチック食器、アレルギー・アトピー、
遺伝子組み換えや環境ホルモン、食中毒・異物混入・衛生管理など

実践～給食の教材化、給食だより、献立の工夫や食材の工夫、地場の素材の使用、
衛生管理や労働環境の工夫、学校内での子ども、保護者、他の職員に向けた情報発信の工夫、
地域との交流、民間委託やセンター化での議会対応など）

ここに記入していただくか、文書などは実物を送ってください。

送り先 〒106-0032 東京都港区六本木6-8-15 第２五月ビル２階 全国学校給食を考える会

ＴＥＬ03-3402-8902 ＦＡＸ03-3402-5590 E-mail maki@jca.apc.org

記入者名 団体名

ご連絡先（電話・FAX・e-mail）

ご住所（または、都道府県・市町村名）

私は、 栄養士 調理員 保護者 その他（ ）です。

ニュースに掲載する場合、名前は 掲載可 掲載不可（匿名） です。
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